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1. はじめに 

2011 年 9 月の台風 12 号により, 紀伊半島では大

規模な水害が発生した。奈良県赤谷地区では深層崩

壊が発生し, その堆積により河道閉塞が形成された。

さらに, 流出した土砂は川原樋川と赤谷川の合流点

において堆積し, 河床上昇を引き起こした。 

このような河床変動は下流域にも影響を及ぼすた

め, 合流点における現象を高精度に再現可能な一次

元河床変動モデルの構築が求められる。 

既報[1]では, 流量および運動量に基づいて支川幅

を予測するモデルを提案したが, その予測精度には

課題が残されている。そこで本研究では, 河川合流点

を考慮した一次元河床変動計算に用いる支川幅の算

定式の精度向上を目的として, 二次元数値計算モデ

ルを構築し, その妥当性を検討した。 

 

2. 解析概要 

本研究で利用した二次元河床変動計算モデルの基

礎方程式を示す。水理計算には, 以下に示すような連

続式と運動方程式を用いた。 
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ここに, ℎは水深, 𝑢は𝑥方向の平均流速, 𝑣は𝑦方向

の平均流速, 𝑝は圧力, 𝜌は水の密度, 𝜏はせん断応力, 

𝜀は渦動粘性係数である。 

流砂量の計算には, 芦田・道上の掃流砂量式を利用

した。芦田・道上の掃流砂量式で計算した流砂量を流

速方向に分解し, x・y 方向成分を求めた。河床高の変

化量の計算には, 流砂量の連続式を用いた。流砂量の

連続式は次式で表される。 
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ここに, 𝑧𝑏は河床高, 𝑞𝑏𝑥は𝑥方向の単位掃流砂量, 

𝑞𝑏𝑦は𝑦方向の単位掃流砂量, 𝜆は間隙率である。 

水路条件については, 水路幅 0.7m の本川と水路幅

0.4m の支川が直角に合流する図１のような水路と

した。河床勾配は, 本川勾配を 1/100, 支川勾配を

1/25 に設定した。初期河床形状は計算開始時点の形

状を水路実験と同様にするために、図１の灰色部分

に堆積厚を追加した。 

本研究では, 2 つのケースを対象として数値実験を

行った。case1 では, 先行研究[2]における水路実験の

うち, 支川流量がピーク時の条件を用いた。case 2 で

は, 同じく先行研究[2]の水路実験における本川流量

のピーク終了時の条件を用いた。各ケースにおける

本川流量, 支川流量, 堆積厚および張出幅の条件に

ついては, 表１に示す。表１の条件で 60 秒間の計算

を実施し、60 秒のときの各計算点の流速と河床変動

量を確認した。 

 
図 1 実験水路概要 

表 1 数値実験条件 
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3. 結果・考察 

case1 の数値実験の結果である図 3 と, 水路実験の

結果の図 2 を比較した。数値実験の結果, 水路実験

で確認されている合流後の本川左岸側における流速

の増大と同様の傾向が再現された。水路実験では最

大流速が 1.0m/s 程度になるのに対して, 数値実験で

は最大流速が 0.6m/s となった。水路実験では, 合流

後の水路の多くの範囲において流速が 0.5 m/s 以上

となるのに対し, 数値実験では 0.2 m/s 以上にとど

まっている。このことから, 数値実験は水路実験と比

較して全体的に流速が小さい傾向にあるといえる。 

case2 の数値実験の結果である図 5 と, 水路実験の

結果の図 4 を比較した。合流後の本川右岸側および

支川において土砂の堆積が生じる現象と, 合流後の

本川左岸側において土砂の侵食が発生する現象を再

現することができた。支川および合流後の本川右岸

側・左岸側における堆積厚は, 実験結果と同程度の値

を示した。合流後の本川中央部では, 実験結果と比較

して堆積量が小さいが、支川幅は同じ程度に計算さ

れることが確認された。 

 

図 2 水路実験による流速分布図 

 

図 3 数値実験による流速分布図(case1) 

 

図 4 水路実験による河床変動分布図 

 

図 5 数値実験による河床変動分布図(case2) 

 

4. おわりに 

本研究では, 二次元数値実験を行い, 先行研究の

実験結果との比較によりモデルの妥当性を検証した。

その結果, 本モデルは一定の再現性を有することが

確認された。 

一方で, 合流点を考慮した一次元河床変動計算の

精度向上には, 合流点付近における支川流の支配領

域を明らかにし, それに基づいた支川幅の予測式を

構築することが重要であると考えられる。 

今後は, 本研究で構築した二次元河床変動モデル

に支川幅を出力する機能を追加し, 支川幅の予測式

の高度化について検討を進めていく必要がある。 
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